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論　説

資本主義に対するオルタナティブを提示する連帯経済の可能性
―コロンビアの経験からの一考察※―

ファハルド・ロハス，ミゲル・アルトゥーロ（Miguel Arturo Fajardo Rojas†）

要　旨

　本稿はコロンビア社会における「連帯の経済」（economy of solidarity） ないし「連帯経済」
（solidarity economy）の役割を明らかにすることを主たる目的としている。内容は，以下の問いに
対する筆者の考察を簡潔にまとめたものである。
１）コロンビアの現状と今日の課題は何か。
２）コロンビアの文脈において，連帯経済はどのように理解されているのか。
３）コロンビアでは今日どのように連帯経済は構成されているのか。
４）今日の覇権的発展モデルに対するオルタナティブなパラダイムとは何か。
５）連帯経済はどのような意味で社会変革の戦略となり得るか。
　　キーワード：コロンビア，連帯経済，人間開発

１．コロンビアの現状と課題

　コロンビアはラテンアメリカ諸国の一つで，南米大陸の北端に位置する。生物多様性と多民族
性の高い国で，人間開発においては中位であるが，科学技術発展においてはまだ発展途上の段階
にある。政治的には県（departamento : デパルタメント）と市（municipio : ムニシピオ）の行政区分
によって組織された共和国で，代表制民主主義に基づく政治体制をとっている。
　過去20年の間，歴代政権と様々の非合法武装組織は和平への道を模索してきた。現在，政府と

「コロンビア革命軍」（FARC-EP : Fuerzas Armadas Revolucionarias de Colombia-Ejército Popular，以

下 FARC-EP と略）との間で締結された（和平）合意内容の政策実行過程にある。コロンビア社会
は和平の強化を切望しているが，ゲリラ兵が市民政策に復帰するための経済的，法的条件をめぐ
る政治的コンセンサスが形成されていない。他方，貧困と社会的不平等の問題は，あまりにも甚

（　　）

　※ 本稿は，2016年５月17日に立命館大学経済学会（びわこくさつキャンパス）にて開催されたセミナーに
おける筆者の報告に基づき改稿したものである。幡谷則子（上智大学）訳。本文中の〈　〉は訳者が加
筆した部分である。

† コロンビア，サンヒル大学（Fundación Universitaria de San Gil : UNISANGIL）教授，同大学連帯経
済研究センター所長。
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大であり，短期での解決は不可能である。現在政治権力の様々な部門が，政府と FARC―EP と
の間でかわされた合意において義務付けられた規範上の調整が進められつつある。
　コロンビアは，一般的に言って，環境，文化，社会的に多大な可能性をもつ国である。疑いも
なくコロンビア社会を称賛するにふさわしい多くの成果がある。しかしながら，同時に，人々の
生活の質の改善のためには大きな課題も抱えている。コロンビア社会が直面する主要な問題は，
社会的不平等，様々な形態の暴力，麻薬密売，行政における腐敗や，先住民と農民の社会的統合
などである。国家統計局（DANE : Departamento Administrativo Nacional de Estadística）の統計デ
ータによると，2016年の推計値ではコロンビアでは全人口の27.8％が貧困線以下の生活水準にあ
り，20.2％が多次元的貧困状態にある

1）
。しかしながら，チョコ県（el departamento del Chocó）の

ように，貧困線以下の人口が50％に達し，極貧人口が17％にものぼるような地域もある（DANE : 

2016）。また，国連開発計画（UNDP）の2015年の報告書によれば，コロンビアの人間開発指数
（　　）

（出所）　Departamento Nacional de Planeación, Plan Nacional de Desarrollo 2014―2018 : Todos por un nuevo país, 
Bogotá : Departamento Nacional de Planeación, 2015

　　　（https://colaboracion.dnp.gov.co/CDT/PND/PND%202014-2018%20Tomo%201%20internet.pdf）

コロンビア一般データ

１．国土面積：1,141,748 km².
２．人口：47,965,868人 （2015年推計）.
３．公用語：スペイン語
４．国家体制：共和制
５．地理的位置：南米大陸の北端
６．国境を接する隣国：ベネズエラ，エクアドル，ペルー，ブラジルおよびパナマ
７．大洋：大西洋と太平洋
８．政治行政区分：32県（デパルタメント）と1,100市（ムニシピオ）

太平洋

エクアドル

ペルー

ブラジル

ベネズエラ

〔コロンビア〕

〔南米大陸におけるコロンビアの位置〕

大西洋

首都ボゴタ

サンタンデール県
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（IHD）は0.720で155か国中第97位であった（PNUD : 2015）。コロンビアは60年以上も国内武力紛
争下にあり，それによってこれまで30万人以上の死者と600万人以上の強制移住者を出した。多
くの地域が武装組織の行動によって，開発から取り残されてきた。他方，「汚職（腐敗）によっ
て，過去20年に GDP の４％に相当する189兆ペソが国庫の損失となったと推計される。NGO

「コロンビアに透明性を」（Transparencia por Colombia）代表のエリザベス・ウンガル（Elizabeth 

Ungar）によれば，『汚職の影響は資金の損失だけでなく，社会的政治的資本の損失でもある。す
なわち市民の生活の質や（政府）機関・制度に対する信頼性と正当性に影響を及ぼすのである』」

（El Heraldo : 2015）。コロンビア領土内に散在する様々の先住民共同体の人口はあわせておよそ
140万人にのぼるが，窮乏した生活をしている。同様に，1000万人近い農民も貧困にあえいでい
る。表１に，コロンビア社会の今日の課題をまとめた。

表１：コロンビア社会の今日の課題

側　面 課　　　　　　　　　　　題

地勢と環境
・採取主義経済の克服
・生物多様性の保護と改善の保証
・財の生産，製造，消費活動を環境に配慮した持続可能なものにする。

民族・文化
・（真の）多民族，多文化国家の構築を達成する。
・グローバル化がもたらす文化的圧力（画一化）のもとでの国民のアイデンティティの構築。
・平和と人権尊重の文化の構築を進展させる。

経 済

・社会的不平等の克服。コロンビアのジニ係数は0.53である。歴代政権は助成金政策によっ
て不平等を解決しようと試みたが，社会が必要とする構造的改革を遂行することはできな
いでいる。

・地域（テリトリー）に焦点を当てた開発計画の策定と実施による，地域間の調和のとれた
発展。それには開発計画の策定と実施における分権化と財政の再分配が必要である。

・農村総合開発に関する和平合意内容を実行すること。

社 会
・社会的不平等の克服。
・特に先住民共同体と農民の生活の質の向上。

政 治

和平を強化するための今日の課題は，以下の柱をもつ（FARC-EP と政府との間で調印され
た）和平合意内容を実行することにある。

　・統合的農村開発政策
　・政治参加
　・終戦
　・麻薬問題の解決
　・紛争被害者（への補償）
　・政策の実施とその過程における監視と国民の承認
　現在，コロンビア国家にとって最も重要な課題は，安定的で持続性のある平和の社会的構

築を開始するために，武力紛争を終わらせることである。国家の意思決定に影響を与える
能力をもちあわせた積極的な市民社会の形成と，公共事業の契約過程における汚職を克服
することも，同様に極めて重要である。

（出所）　PNUD （Programa de Naciones Unidas para el Desarrollo）（2015）および DNP （Departamento Nacional de Planeación） 
（2014）をもとに筆者作成。

（　　）
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２．コロンビアの文脈における「連帯の経済」の理解

　コロンビアにおける連帯経済とは何かを厳密化する前に，ラテンアメリカ（以下 LA）では近
年「連帯の経済（economy of solidarity）」の意味と射程について考察が深められてきたことを示
す必要があるだろう。ほぼすべての（LA の）国々において，〈連帯の経済に関する〉理論的言及
がみられ，またそれ以上に，多くの実践がある。そしてこれは主として民衆セクターにおいて組
織を形成する人々の間で行われる互助に基づく経済の実践なのである。LA における連帯経済に
関する理論的構築は，何人かを挙げるならば，チリのルイス・ラセット（Luis Razeto），アルゼ
ンチンのホセ・ルイス・コラッジオ（José Luis Coraggio）， ウルグアイのパブロ・ゲラ（Pablo 

Guerra），メキシコのボリス・マラニョン（Boris Marañon），ブラジルのルイズ・イナシオ・ガイ
ゲル（Luiz Inacio Gaiger）とポール・シンジェル（Paul Singer），そしてペルーのアニバル・キハ
ーノ（Aníbal Quijano）などの論客によって牽引されてきた。
　ポール・シンジェルは次のように指摘する。

「19世紀前半に『空想的社会主義者』と称された偉大な社会主義学者たち（オウエン（Robert 

Owen）， フーリエ（Francois Marie Charles Fourier）， ビュシェ（Philippe Joseph Benjamin 

Buchez），プルードン（Pierre-Joseph Proudhon）など）がその概念の発展に決定的な貢献をし
たということはできるものの，連帯経済は特定の誰かによる知的創造ではない。連帯経済は
資本主義に対する労働者たちの絶え間ない戦いのプロセスにおける創造である。したがって
連帯経済は産業資本主義に先行することはできず，資本主義のすべての変遷過程において，
影のように寄り添うのである」（Singer : 2000）。

　同じ論調で，アニバル・キハーノも次のように述べている。
「今日『連帯経済』と呼ばれるものは，多種多様な社会的実践であり，その永続性と高い再
生能力，増大する世界的な普及，それに関与する人口の大きさによって，今日の社会におけ
る，極めて異質で矛盾に満ちかつ対立的な運動の，活力にあふれた表現の一つを構成してい
る。そして

3 3 3

，それによって
3 3 3 3 3 3

，同時に
3 3 3

，グローバル資本主義の最も暗鬱な時代において支配さ
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

れあるいは搾取されている者たちにとってのその他の選択肢のうちの一つのあり方を構成し
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

ているのである
3 3 3 3 3 3 3

」（Quijano : 2008, 12，強調（傍点）は筆者〈＝ミゲル・ファハルド〉）。
　言うまでもなく，一般に，経済は人間のニーズを満たすために財を生産し，加工し，分配し，
消費するシステムのことである。これはすべて様々な生産様式と〈それによって〉社会で生まれ
る社会的経済的諸関係と関連している。実践上は，ある社会の経済は次の二つの基本的目的に向
けられている。すなわち，富の蓄積をすることと，自然との調和を考慮しつつ人々の生命に必要
なニーズを充足させることである。もちろんこの二つの流れは相対する倫理的原理によって導か
れている。ゆえに，連帯の経済のテーマに取り組むことは，同時に，経済の客観的事柄と，それ

〈＝経済〉を規制する人間的連帯の倫理的原理とにかかわることなのである。したがって，連帯
の経済とは，資本主義的生産様式あるいは国家による生産様式とは質的に異なる，生産と社会的
再生産の特別な様式を意味するのだ。同様に，「連帯の経済」の概念は，国家経済・民間経済の

（　　）
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伝統的形態とは異なる経済形態の社会における，実在の経験的証拠に基づいている。
　ルイス・ラセット（Luis Razeto）の言葉によれば，以下のようになる。

「最初に，財とサービスとが生産され分配されるという，経済の時代があるだろう。こうし
た生産と分配が実現したあかつきに，経済によって不利益を被り，窮乏するに至った人々と
分かち合い，彼らを支援するために，今度は「連帯」が起動するのだ。連帯は経済がその具
体的な任務と機能を遂行し終わってから，始まるものである。連帯は経済活動の成果―生産
物，財とサービス―とともに実践されることになるが，経済活動そのもの，そして経済の構
造とプロセスが連帯的であるのではない。われわれが支持するのは，これとは異なり，連帯
とは経済自体に導入され，経済サイクルの様々な段階―すなわち，生産，流通，消費と蓄積
―において機能し活動する，というものである。これは連帯

3 3

（の理念
3 3 3

）をもって
3 3 3 3

生産し，流
通し，消費し，蓄積する，ということである。そして経済理論に

3 3 3 3 3

も〈連帯は〉導入され，入
り込み，従来連帯の概念はうまく適合しないと考えられていたディシプリン〈＝経済学〉に
おいて，その〈＝連帯の〉欠如が際立っていた状況を克服するのである。」（Razeto, 1995 : 14

―15）（強調は筆者 = ミゲル・ファハルドによる）。
　これらの要素を考慮に入れ，ラセットは「C」要素概念というものを編み出した。スペイン語
で C という文字で始まる言葉：協同（cooperación），協力（colaboración），共有（comunión），コミ
ュニティ（comunidad），心（corazón），慈善（caridad）などはすべて連帯の概念に通ずる言葉であ
る。ラセットは，今日大半の経済モデルは五つの生産要素を認識していると考えている。すなわ
ち，労働，原材料，技術，金融と管理である。彼はこれらに「C」要素という新しい要素，つま
り連帯の倫理を意味する要素を加えることを提案した。疑いもなく，「連帯の経済」は市場経済
モデルとの対決という社会的潮流に変化するのだ。しかし，ラセット自身がいみじくも述べるよ
うに，

「連帯の経済は市場経済の否定ではないが，その単なる追認でもない。それ〈＝連帯の経済〉
は，その展開を追うことによってより明確になってゆくはずだが，現代の経済を特徴づける
大きな構造と組織と行動様式を決定的に変容させようとする，極めて批判的な方向付け〈指
針〉なのである。」（Razeto, 1995 : 17）

　ラセットの考察（Razeto, 1995）を言い換えれば，連帯とは主として次の道筋をもつと考えられ
る：ａ）貧困者の民衆部門による組織化の取り組み，ｂ）国内外の数限りない組織，基金，アソ
シエーションとコーポレーション（corporación

2）
）の推進・発展と〈相互の〉協力，ｃ）「仕事の

場」（el mundo de trabajo
3）
），ｄ）コモンズ（社会的共通資本）に配慮する社会的参加または市民に

よる実践，ｅ）社会的構造の変化，ｆ）オルタナティブな発展モデルを実践によって創生しよう
とする努力，そしてｇ） ジェンダー関係における平等の完全な実効をめざす活動。
　パブロ・ゲラ（Pablo Guerra, 2009）は，連帯経済は次の三つの異なる方法で理解できると述べ
ている。ａ）連帯経済は理念の運動，ひとつの思想であり，ゆえに「貧困，排除，環境破壊や生
産過程における労働搾取を引き起こす一定の行動を変える必要性を説く議論」である。ｂ）連帯
経済は理論的意味において一つのパラダイムである。すなわち，経済を理解する一つの異なる方
法である。ここで，現実には特定の社会における経済的次元は社会的，文化的，政治的側面と分
離できないということを理解するために，ポラニー（Polanyi）の実存主義人類学の影響を強調し

（　　）
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なければならない（このこと〈＝現実社会の経済的次元〉を筆者ポラニーは鱗状に重なり合った経済，あ

るいは「埋め込まれた経済」（embedded economy）と称した）。こうした論点から，この領域を，通常
呼ばれるような「連帯経済」ではなく，「連帯的社会経済」と理解したいと考える私たち独自の
傾向を理解することができる。このパラダイムに立てば，例えば貧困のことをもっぱら社会的現
象，つまり経済とは全く関係のない「社会的問題」であるとするような，現実を分断するような
見方は拒絶されるのである。ｃ）連帯経済はヒューマン・ニーズの実現や充足のために財とサー
ビスを生産し，分配し，消費する独特の形態である（〈この意味で〉サード・セクターである）。
　連帯経済とは何か，とここまで述べてきたが，最後に，現在社会経済の取引において，様々な
レベルの連帯が認識されていることを示したい。つまり，連帯的行為は三つのレベルに区別され
得るのである。第一に，他者に対するまったく何の見返りも期待しない支援行為があげられる。
第二のレベルには，相互扶助の行為があり，第三のレベルに，尊厳ある生活条件を求める人間集
団の集合的行為が位置付けられる（図１参照）。

レベル１：
慈善，寄付，施し

•補助のシステム
•市民擁護
　（市民の人権擁護官）
•赤十字
•ボランティア
•社会的責任プログラム
•国際協力

レベル２：相互扶助

•協同組合
•互助組織
•クレジット基金
•自主管理労働
•コミュニティ事業
•フェアトレード
•従業員基金

レベル３：政治

•労働組合
•社会的事業団体
•社会運動
•アソシエーション
•業界団体

図１：連帯的行為の三つのレベル

（出所）　筆者作成

３．今日のコロンビアにおける連帯経済の構造

１）連帯経済システムの組織
　連帯組織やアソシエーションや連帯的形態の共有財産は，1991年憲法に制度として導入された。
同憲法の第58条に「国家はアソシエーションや連帯組織の共有財産を擁護し

3 3 3

，推進しなければな
3 3 3 3 3 3 3 3

らない
3 3 3

……
 

」（強調は筆者）とあり，第68条には「国家は専門的アソシエーション，市民のアソシ
エーション，労働組合組織，若者組織，受益者組織，または非政府の共通利益を目的とするアソ
シエーションをそれらの自律性を損なわずに組織化，推進と養成指導に貢献しなければならない，
そしてそれ〈こうした国家の支援〉は行政に対する市民の参加，協議，統制，監視などを行うた
めの様々な組織や会議体における（市民の）代表性〈を確立する〉民主的メカニズムを構築する
ためである」と謳われている。また，第333条には「…発展の基盤である企業は，義務をともな
う社会的機能をもつ。国家は連帯的組織を強化し，企業の発展を促進しなければならない…」と
ある。

（　　）
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　要するに，憲法は公的部門と資本経済部門と並行して連帯経済部門の存在を認めたのである。
憲法での受け入れののち，1998年の法律第454号によって連帯経済のシステムが規定された。同
法では，コロンビアの連帯経済の社会経済システムの保護と発展のための基本的枠組みを確立し
た。同法において，国家の連帯経済部門に対する責任が規定された。連帯経済部門は，主として
協同組合，従業員基金，互助組織，協同組合運動を支援する組織やその他の非営利組織によって
構成される。
　法律454号は連帯経済を「経済の行為者であり主体であり，目的であるとする人間の統合的発
展のための社会経済的，文化的，環境的システムである。これは連帯的，民主的，人道的で非営
利な自主管理的実践によって特徴づけられる連合的形態に組織された社会的勢力によって形成さ
れている」（第２条）と定義づけている。同法は以下の一連の団体が連帯経済システムに含まれる
としている：協同組合，協働組合およびその他のアソシエーションおよび連帯的形態をもつ共有
財産を統合する上部団体，連帯経済を支援する組織，コミュニティ事業，健康部門の連帯事業，
プレ協同組合（pre-cooperativas

4）
），従業員基金，互助協会（asociaciones mutualistas），協同組合の

形態をもつ一部の公共サービス事業（administraciones públicas cooperativas
5）
），労働者協同事業（las 

empresas asociativas de trabajo），および同法第２章（概念枠組み）で述べられている特徴を満たす
すべての協同的連帯的組織（基金，コーポレーション，アソシエーション，コミュニティ行動委員会

6）
，

ボランティア組織など）。
　このように，コロンビアの法制度では連帯組織には，コミュニティの利益に資するすべての社
会経済事業体と組織が含まれる。1998年の法律第454号によって，連帯経済組織の推進と組織間
の連携および統制を保証する諸機関が形成された。以下がその名称と機能である。

表２：連帯経済のための国家機関

機　　　　　関 機　　　　　能

CONES（連帯経済全国審議会） 諮問と参加（を促進する）機関

UAEOS（連帯組織特別行政ユニット） 連帯経済の推進と強化

SUPERSOLIDARIA（連帯経済監察局） 連帯経済企業の監察と統制

FONES（全国連帯経済基金） 連帯経済の促進と強化のための資金管理と付与（＊）

（出所）　筆者作成。
＊ FONES は制度化されたが，いまだ機能していない。

２）今日の連帯経済の諸特徴
　協同組合，互助会，従業員基金はコロンビアにおいて最もよく見られる連帯事業である。それ
ぞれの組織は系列組織の利益を促進・擁護する全国連合を組織している。コーポレーション，基
金，アソシエーション，支援事業やそのほかの計量可能な統計的情報をもたない様々の連帯事業
がある。したがって，現状ではコロンビアの連帯経済に関する統合的なデータは存在しない。そ
れでもいくつかの情報源から，連帯経済を担う連帯事業の実態を評価することはできる。表３は，
コロンビアに存在する連帯経済の事業を組織形態別にみたものである。すでに指摘したように，
これ以外のコーポレーション，基金，アソシエーションほかの連帯経済組織に関する総合的な社
会経済データは存在しないと言わざるを得ない。
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表３：コロンビアにおける連帯経済事業の団体数推移 2008年～2012年

組織形態 2008 2009 2010 2011 2012

協 同 組 合 661,502 697,006 750,229 533,181 512,834

従 業 員 基 金 8,397 5,202 5,449 5,532 5,650

互 助 協 会 3,658 3,769 4,758 4,890 4,130

計 673,557 705,977 760,436 563,603 522,614

（出所）　CENICOOP （Sistema de información CONFECOOP SIGCOOP より）, Superintendencia de Vigilancia y Seguridad 
Privada, Sistema Único de Información de Servicios Públicos, Superintendencia Financiera de Colombia, Gestarsalud
および Superintendencia Nacional de Salud などのデータベースを基に筆者作成。

　協同組合はコロンビアにおける連帯事業体としては最も発展している。しかしながら，労働者
協同組合（cooperativas de trabajo asociado）の解散が続いたことが原因となって，ここ数年は協
同組合部門の全連帯事業数に占める割合は22％にまで落ち込んでいる。しかし，協同組合の数的
減少があった一方，加盟者数では直近では対前年度比で４％上昇した。
　連帯経済部門における雇用創出は2009年に若干回復したものの，近年は減少傾向にあり，例え
ば2012年には対前年比で－7.3％に落ち込んでいる（表４参照）。

表４：連帯経済部門に所属する労働者数の推移（2008年～2012年）

2008 2009 2010 2011 2012

組 織 形 態 団体数 加盟者数 団体数 加盟者数 団体数 加盟者数 団体数 加盟者数 団体数 加盟者数

協 同 組 合 7,833 4,473,514 8,124 4,821,763 8,533 5,131,780 6,804 5,317,173 6,421 5,541,080

従業員基金 1,972 791,193 2,007 834,131 2,060 862,398 2,102 922,239 1,821 965,784

互 助 協 会 250 189,223 249 182,073 273 206,742 292 213,134 231 175,013

計 10,055 5,453,930 10,380 5,837,967 10,866 6,200,920 9,198 6,452,546 8,473 6,681,877

（出所）　表３に同じ。

　表５は協同組合，従業員基金，互助協会の三つの形態の連帯経済団体の2011年における資産を
表したものである。協同組合の資産は80億米ドルを超え，負債は約48億米ドル，純資産は38億米
ドルとなる（コロンビアペソと米ドルの換算：１米ドル＝3000ペソとして計算）。

表５：コロンビアの連帯経済部門（2011年：団体数以外の単位は100万ペソ）

組織形態 団体数 資産 負債 純資産 収入 余剰

協 同 組 合 7,848 24,186,004 14,330,748 9,855,400 27,991,478 370,925

従業員基金 2,162 4,921,663 3,266,323 1,655,340 640,412 102,945

互 助 協 会 292 745,618 655,414 90,204 1,556,316 2,988

計 10,302 29,853,285 18,252,485 11,600,943 30,188,206 476,857

（出所）　CENICOOP 2012 より筆者作成。

　連帯組織が多数形成されてきたものの，その国民経済に占める割合は小さい。ネストル・ロド
リゲス（Nestor Rodriguez）がコーディネータを務めたコロンビアにおける協同組合のインパクト
に関する研究では，協同組合の総生産と付加価値が，それぞれ国民経済に占める割合を計算する
ことができた（表６参照）。なお，同研究では国家機関にデータを登録した協同組合のみを対象と
した。
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表６：コロンビアの総生産に占める協同組合部門の総生産の比率の推移：
2003～2014年の暫定値

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

協同組合の総生産 /
国民総生産⑴（％） 0.63 0.60 0.66 0.67 0.82 0.84 0.86 0.84 0.68 0.46 0.42 0.43

協同組合の総生産 /
国民総生産⑵（％） 0.63 0.60 0.66 0.67 0.82 0.84 0.86 0.84 0.68 0.46 0.42 0.43

協同組合総数 3,948 4,445 4,797 4,764 4,966 4,693 4,647 4,600 4,008 3,015 3,229 3,084

（出所）　Rodríguez （2016）
　　　　⑴名目価格，⑵実質価格

４．現在の覇権的発展モデルに対するオルタナティブなパラダイムとは何か

　成長の発展モデルによって推進される生活のパラダイムのグローバリゼーションがある一方で，
このモデルに対するオルタナティブ（あるいはそれを改善する）提案もある。この問いに答えるた
めには，資本主義的発展パラダイムの特徴と，それに抵抗し，異なるパラダイムを提起する諸提
案を精査するのが適切である。よって，以下では簡潔に資本主義的発展モデルと，オルタナティ
ブとして現在出現しつつあるより良い提案またはモデルについて言及する。

１）グローバル化した資本主義の提案
　資本主義的発展パラダイムは，個人の権利に集中し，人間の福祉の指標としての生産と消費の
無限の増大に基盤を置いている。資本主義形態であれ，国家による社会主義の形態であれ，人々
の欲望（生存のためのニーズではなく）を満たすために生産と生産性を向上させることが共通の目
的となっている。この目的を達成するために，国家によって制度化された法体制によって保護さ
れている人間と自然とを，無制限に搾取するシステムが構築されてきた。こうして，生産と消費
において十分な指標に達したとされる社会的集団や国家が形成された一方で，不十分な消費指標
をもつ低開発の人間集団と国々が存在するようになった。マラニョン（Marañón）は以下のよう
に指摘する。

「この考え方によれば，近代性とはヨーロッパを鏡とし，彼らと同様の生産様式と生活水準
に至ることを意味する（Quijano 2000, 2009 ; Dussel, 2000）。「遅れた」国々は，この二文法的
見解に立てば，「発展した」状態に到達し，近代化し，単線的発展路線を辿ろうと懸命にな
り，組織を構築し，近代化を擁護する価値を確立してゆくのである。こうして，自由企業と
市場を促進し，代表制民主主義を確立し，資本主義的画一化（経済的，政治的，文化的，社会

的に） をめざし，自己中心的な個人主義を強化しなければならないのである」（Marañón : 

2011, 4）

　経済成長と社会の生産力に重点を置いた資本主義発展モデルはグローバルな不平等をもたらし
た。新自由主義の約束は果たされなかった。実際，それ〈新自由主義〉は自由を約束したが，今
日多くの隷属的な〈労働〉形態が存在する。人類の平等を約束したが，今日最も裕福な10％の
人々が全地球の70％の資源を支配している。平和とすべての人々の繁栄を約束したが，20億人も
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の人たちが極貧にあえいでいる。こうした資本主義発展モデルは LA 諸国の大半の国家の公共政
策に浸透してきた。ゆえに政府，教育システム，情報機関（マスコミ），企業と宗教的信仰はそれ

〈資本主義発展モデル〉を追随すべきモデルと評している。しかしながら，進歩主義的な部門や
このモデルに反発する部門は，世界の資本主義システムの実践が引き起こした富の蓄積と集中過
程に対する社会的抵抗の行動と戦略を発展させてきた。他方で，社会主義に触発された発展モデ
ルを実践するために，国家的経験を遂行してきた事例もある。

２）新しい発展パラダイム
　たとえ資本主義パラダイムの全面的断絶がなかったとしても，LA における社会運動と研究者
たちは人間の発展の問題に直面するためにオルタナティブを提示してきた。資本主義発展モデル
の適用が人類と自然にもたらす結果は日々悪化している。益々多くの社会の重要な部門が，無制
限に生産と消費を拡大することの限界に気づくようになった。土壌，水，空気，生物多様性とい
った生命に不可欠な諸要素が深刻な劣化の指標を示し始めている。ゆえに，人間開発をめぐる新
しい定義と戦略が必要である。最初にあげるべき論点のひとつは，発展の目的に関するものであ
る。人道的見地に立てば，発展の最終的目的は尊厳と人間的実現への願望に合致した生活の質を
達成することにあると考えられる。ところで，生活の質と幸福とは絶対的な真実でも現実でもな
い。それらの概念は社会の歴史におけるある一時期において，そして地球のある場所において意
味を与えられるものなのである。生活の質と幸福とは基本的ニーズの充足に依っている。ニーズ
は何かが欠けているという意味ではなく，充足させるもの（satisfactores）の助けによってそれを
満たし，実現することができる能力という意味である。例えば，すべての人間は生存に関するニ
ーズをもっている（衣食住はそれを充足させるもの＝satisfactores である）。そのような充足させるも
のは，文化や自然との友好的関係や社会的調和のもとに構築される。他方，マンフレッド・マッ
クス・ニーフ（Manfred Max-Neef）は，1986年の論文において，以下のように分析した。

「人間のニーズとは，多様な基準に沿って分解することができ，人文科学はその意味で広く
多様な文献を提供している。本書では分解のために可能な二つの基準：実存主義的範疇と価
値論的範疇を組み合わせている。この組み合わせは，一方に「ある」（to be），「持つ」，「行
なう」，「存在する」（to exist）ための〈実存的な〉ニーズを置き，他方に「生存」，「擁護」，

「愛情」，「理解」，「参加」，「余暇」，「創造」，「アイデンティティ」と「自由」などの〈価値
的な〉ニーズを置くマトリックスを用いて説明される

7）
。ニーズとそれを充足させるもの

（satisfactor）という概念を区別化したのち，二つの追加条件を定式化することができる。第
一は，人間の基本的ニーズは有限であり，希少であり，分類可能であるということである。
第二に，人間の基本的ニーズ（提案されたシステムの中身としての）はすべての文化，すべての
歴史的時代を通じて同じであるということである。時代や文化とともに変わるのは，ニーズ
の充足のために用いられる方法あるいは手段なのである。」（Max-Neef et al. : 1986, 26―27）

　オルタナティブな発展モデルとその実践の経験は少しずつ地球上の異なる地域で道を切り開い
てきた。資本主義モデルがもたらす排除，環境の略奪，人間生活の質の損害に関する認識が高ま
りつつある。

「ソリス（Soliz 2003）の概説によれば，新しい発展の概念（等身大の発展《desarrollo a escala humana, 
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development at human scale》，持続可能な発展《desarrollo sustentable, sustainable development》，

そして住民主体の発展《desarrollo autocentrado, self-centered development》）はいずれも人間を中
心に置くもので，経済指標を中心に考えるものではない。また，生活の質の向上において発
展を測るのであり，財の量において測るのではない。等身大の発展の本質

8）
とは『参加と多様

性への尊重の組み合わせのもとで，人々が主役となりローカルな空間を強化することにあ
る』（Soliz 2003 : 19―20）。「持続可能な発展」という概念によって，自然資本（natural capital）

は，代替不可能であるという点で，あらゆる変化の基盤となるものとして再評価される
9）
。ま

た，人々，特に最も弱い立場にある集団（特に女性）の参加を強調する概念であるとしてい
る。最後に，「住民主体の発展」という概念は，対抗権力の構築としての「ローカル―リー
ジョナル」なレベルにおける変化から発するもので，そこからナショナルな変化を形成して
ゆく，という考えである。これらの三つの提案の強調点はそれぞれ異なるが，相互補完的で
ある。なぜならいずれも深く人道主義的な内容をもち，人を起点とした発展（変革の社会的

主体の強化）という学際的，統合的な見方をもっているからである。これらの三つの概念は
さらに，その具体化に至るまでの概念定義と実践の基本的変化を提案している

10）
。このような

努力とともに，特異性と独自性のある理念が新たに生まれるのである」（Dávila et al. 2005）。
　LA の多くのローカルなコミュニティでは，こうした考え方のもとで〈新しい発展モデルの創
生に〉取り組んできたし，今も活動を継続している。これは革新的であるが，欧州中心的な思想
に起源をもつものでもある。いくつかの経験に対する分析から，この発展モデルの特徴として以
下の諸点が明らかになった。すなわち，反覇権主義的であるであること，環境において持続的で
あること，参加的〈参加を推進するもの〉であること，企業的であること，公平的であること，
連帯的であること，地域（テリトリー）的に分権化されていること，統合的であること，などで
ある。これらの人間開発に関する新しい考え方には資本主義発展モデルとの継続と分断の両面が
ある。現代社会の内部にはまぎれもなく，資本主義発展の実践と考えに対する抵抗の行動と運動
とがある。
　しかし，今は，LA の先住民コミュニティから，資本主義的発展パラダイムと完全に断絶する
提案が生まれている。「発展をより人間的なものにする」というのではなく，地球上の人類の生
活様式を根本的に変えようという考え方である。もう一つの発展モデル，ではなく，異なる生活
のモデルを主張するのである。CAOI（Coordinadora Andina de Orgarizaciones Indígenas : 先住民組

織のアンデス地域コーディネータ） のフェルナンド・ウアナクニ・ママニ（Fernando Huanacuni 

Mamani）が提唱するように，意味論的な調整をしようというのではなく，より深い変化をめざ
すものである。

「すなわち，発展の完全なる失敗を前に，西洋世界は先住民族の経験と現実を，その真の射
程を理解せずに模倣しようとしている。持続可能な発展（desarrollo sostenible）とか，維持可
能な発展（desarrollo sustentable）などと言い始めたのである。今日では調和ある発展，アイ
デンティティのある発展，などとも言っているが，相変わらず「発展」（development）や，

「より良い生活をする」（live better）と言い続けており，「善く生きる」（vivir bien）とは言わ
ないのだ」（Huanacuni : 2010, 452）
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３）善き生，尊厳ある生，精神的に満ち足りた生活（vida a plenitud
11）
），発展のオルタナティブ

「元来の先住民族は，人類は今そしてこれから先どのように生きるべきか，という議論のテ
ーブルに何か新しいもの（近代世界にとって）をもちこんでいる。なぜなら世界市場，経済成
長，コーポラティズム，資本主義，消費主義というものはすべて西洋的パラダイムの産物で
あり，異なる程度があるものの，社会的，経済的，政治的な重大な危機に対する深い原因で
あるからである。このような条件の前に，アブヤ・ヤラ（Abya Yala：アメリカ大陸

12）
）の先住

民であるわれわれは，現実に今，生命の危機について話しているのだ」（Huanacuni, 2010 : 6）

　CAOI のウアナクニ・ママニは，このように LA の祖先である先住民が考える，生活の質に関
する提案について口火を切っている。これは古きに由来する新しい考えである。この世界に生き，
存在するための世界観でありかつ新しいパラダイムである。Bien-vivir（善く生きること）の革命
だという人々もいる。CAOI は，先住民族は500年以上も植民地化と服従による根絶があったに
もかかわらず，先住民族は人類の未来にとって鍵となり得る世界観を保持していると主張してい
る。

「コロンビア，エクアドル，ボリビア，ペルー，チリ，アルゼンチンにまたがるアンデス地
域に住む多くの先住民，および北米に住む先住民たち（カナダのファースト・ネーションズ）に
は，先祖の世界観，あるいは宇宙観が存続している。これらは世界を理解し，感じとり，生
活の諸関係において自らを表現する一つの形態である。アブヤ・ヤラにはたくさんの民族と
文化があるが，それぞれが独自のアイデンティティをもちながらも，共通の本質をもってい
る。すなわち，周囲（環境）との調和と均衡にある生（活）に基盤を置く共同体のパラダイ
ムである」（Huanacuni : 2010, 11）.

　長い歳月をかけて，先住民は植民者がもちこんだものとは相反する理念と倫理基準を保持して
きた。これらの先住民共同体は，ある国々では，共和制国家の中での「民族」（nations）として
認められてきた。エクアドルの経済学者で，FLACSO（ラテンアメリカ社会科学大学院）の教授か
つ研究員であるアルベルト・アコスタ（Alberto Acosta，彼は同国のエネルギー鉱山大臣や制憲議会議

長も務めた）は，以下のように指摘する。このような世界観のもとでは，
「…単線的なプロセスの概念として理解される発展の概念はなりたたない。克服すべき低開
発の状況という見方もない。社会的関係と自然との調和の破壊を強化しながら到達すべき発
展という考えも存在しない。西洋の見方にあるように，進行中のプロセスにその多くがある
相違というものを説明するための二分法（つまりどちらかが発展していて，どちらかが発展して

いない，遅れている，という見方）が存在しないのである。先住民族にとって，伝統的に，物
質的財の欠乏に関連してとらえられる貧困の概念や，富裕に関連づけてとらえられる富の概
念も存在しない。」（Acosta 2010, 11）

　際限なき進歩，つまり成長を発展とみなすパラダイムの前に，（先住民は）「善き生活（ブエン・

ビビール）」（Buen-vivir），「尊厳ある生活」，「精神的に満ち足りた生活」（la vida en plenitud）とい
う道を提案した。このテーマを扱うために，先住民言語の意味論を扱う様々な研究が行われてい
る。様々の先住民文化には，あらゆる営みは生命を中心に行われるべきであるとする宇宙観を構
成する諸要素がある。 そして， この宇宙観は， 主として人間中心主義的（antropocéntrica, 

anthropocentric）な西洋の観点に対抗するのである。発展の概念を代替しようと形成されてきた
（　　）
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用語は，「善く生きる」（el bien-vivir）である。もちろん，人々が社会的に生態学的に調和のある
状況を完全に実現するための取組みにあてはめられる他の表現もあるだろうが，〈これは「生命
中心的な文明」の意味である〉。

「スペイン語でアイマラ語の el suma qamaña やケチュア語の sumak kawsay を表現するた
めに使われた言葉が，ボリビアでは「ビビール・ビエン」（vivir bien）であり，エクアドル
では「ブエン・ビビール」（buen vivir）である。しかし，アイマラ語とケチュア語のより信
用性の高い翻訳を参照する必要がある。元来の先住民の世界観にとっては，まず調和と均衡
の関係にある生というものがある。なぜなら “qamaña”とは「生きることを知っているも
の」にあてはめられるからである。“suma qamaña”は “vivir bien”と訳されるが，その概
念の意味深さを説明しているわけではない。両方の概念の本来の用語の翻訳を参照する必要
がある。アイマラの世界観からは “del jaya mara aru”または “jaqi aru”, “suma qamaña”
などの言葉が，次のように訳される。“Suma”は plenitud（充足し，精神的にも満たされた絶頂

の状態），sublime（崇高な），excelente（すばらしい），magnífico（壮大な），hermoso（美しい）。
“Qamaña”は vivir（生きる），convivir（ともに生きる，共生），estar siendo（存在する中で生成

変化する），ser estando（生成変化しながら存在する）となる。ゆえに，“suma qamaña”をよ
り的確に解釈すると “vida en plenitud”（精神的にも満ち足りた状況にある生活）となる。実際
にはこれは「善く生きる」“vivir bien”と訳されることが一般的である。他方，ケチュア語
の訳を精査すると，“Sumak”とは plenitud（完全），sublime（崇高な），excelente（すばらし

い），magnífico（壮大な），hermoso ⒜（美しい），superior（優れた）の意であり，“Kawsay”
は〈同じく〉vida（生命），ser estando（生成変化しながら存在する），estar siendo（存在する

中で生成変化する） の意である。 つまりこの訳は先に見たアイマラ語の訳：“vida en 
plenitud”と同じなのである。」（Huanacuni : 2010, 7）。

　疑いもなく，これらの用語は新しい分析の視野を提供していて，これはまた，社会経済科学の
欧州中心主義的な伝統を壊すような認識論的視野となるのである。この〈西洋中心主義的な見方
の〉断絶よってそのほかの道，そのほかの考え方に導かれることができる

13）
。しかし，いったい何

が断絶なのだろうか。ブラジルの神学者であるレオナルド・ボフ（Leonardo Boff）は以下のよう
に述べている。

「《vivir mejor》（より良く生きること）とは際限のない進歩の倫理と考えられ，我々をして
『より良く生きる』ために，さらなる条件を求め続けて他人との競争にかりたてるのである。
しかしながら，ある人たちが《（他人よりも）よりよく生きる》ために，何百万人もの人々が

《vivir mal》（悪条件で生き）なければならない。これが資本主義的矛盾である。反対に『ブ
エン・ビビール』《buen vivir》（善き生活）はすべてのコミュニティにとっての充足の倫理
をめざすものであり，個人の充足のみをめざすものではない。『ブエン・ビビール』は地球
全体の大共同体にいる人類の包括的，統合的な視点であり，人類だけでなく，空気，水，土
地（土壌），山，森林や動物も含む視野である。これは，パチャママ（Pacha-mama＝Tierra：

〈母なる〉大地）と宇宙のエネルギーと神々と深いつながりにある状態を指すのである」
（Boff : 2009, 1）。

　コロンビアにおける連帯経済は，そのほかの多くの国々と同様，資本主義経済の覇権による歴
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史的文脈において発展してきた。一般的に，コロンビアにおける連帯経済事業は貧困層によって，
彼らの生活条件を変化（改善）させる目的で形成され，展開されてきた。例えば互助会はボゴタ
やメデジンで貧困への戦いの一環として形成された。従業員基金は，中・低賃金労働者が，互助
が社会変容の道であると理解したことに立脚している。コロンビアにおける協同組合は国内様々
の地域でコミュニティに財とサービスを提供するために結成された。こうして預金と借入の協同
組合，生産の協同組合，保健の協同組合，運輸業の協同組合や協同組合銀行などができたのであ
る。

５．連帯経済はどのような意味において社会変革の戦略なのか

　私たちが生きるこの世界は複雑な世界である。人間社会では，生命に関する矛盾に満ちたパラ
ダイムが共存している。ゆえに連帯経済の事業組織を支援している側にいる私たちの提案は，日
常生活に倫理的理念と価値を取り込むことに根差している。実践を通じて，私たちは資本主義的
発展モデルに対抗する倫理的理念が存在すると考えている。様々な連帯の形態の実践を話すこと
で，どのように，より連帯的な地域（テリトリー）を社会全体でつくってゆくことができるかを
示したい。
　〈コロンビア，特にサンタンデール県（departamento de Santander）では〉1960年代の初頭から，
カトリック教会の支援のもとに，社会変革を推し進めるための社会・協同組合運動が広まった。
この運動の主たる目的は当該地域に住む人々とコミュニティが統合的で，持続可能であり，連帯
的な発展のために働くことにあった。この目的を達成するために，以後50年の歴史にわたって，
五つの戦略が実行されていった。これらの戦略とは，以下である。
ａ）プロビンシア（provincia

14）
）を発展の地域的，社会的単位とする。

ｂ）コミュニティの現在のリーダーおよび将来的にリーダーとしての資質をもつ若者を対象に社
会変革を担うための〈民衆〉教育を発展させる。
ｃ）民衆部門とともに組織的戦略を開発する。
ｄ）連帯の理念に基づく新しい社会の建設をめぐるコミュニケーションと動員のプログラムを確
立する。
ｅ）住民の生活条件の改善事業の発展のために国内外の同盟を促進する。
　今日これらのプロビンシアの地域（テリトリー）〈表７のグアネンタ， コムネラ， ベレスを指す〉
には，そこに住む人口45万人のうち15万人を超える人々が，協同組合ネットワークによって結合
している。同様に，民衆組織ネットワークも地域連合によって集合している。この組織ネットワ
ークはコミュニティの便益のために働く1000以上の民衆組織によって形成されている。同じく教
育機関のネットワークも形成されているが，この中に，筆者が所属するサンヒル大学（正式名称

は la Fundación Universitaria de San Gil）もあり，これは社会運動によって創設された高等教育機
関である。現在国内３箇所にキャンパスをもち，異なる分野で計6000人の学生を擁している。こ
のほか，IDEAR（農村開発研究所），コムルデサ基金（la Fundación Coomuldesa）と協同組合高等
学校の３機関があり，これらは計3000人の若者の中等教育と技術教育にあたっている。さらに私
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たちはコミュニティ向け情報ネットワークも創設したが，これには連帯経済の価値と経験を地域
で普及させるために40社（事業）が「連帯の共同体メディア集団」（“colectivos de comunicadores 

solidarios
15）
”）としてかかわっている。同運動は，国内および国際協力との連携も推進し，これに

よって特に農村部在住の市民の生活水準の改善が推進された。このように，連帯経済の成功例を
量的にも，分野別の多様性においても示してきたことから，これらのプロビンシアは連帯の
領
テリトリー

土（地域）として広く認識されている。表７は同地域の商工会議所に登録された情報によっ
て作成されたものである。

表７： サンタンデール県南部の３プロビンシア（計53ムニシピオ）における連帯経済組織の組織形態別数
（2015年）

プロビンシア名

グアネンタ
（Guanentá）

コムネラ
（Comunera）

ベレス
（Vélez） 計

協同組合

預金・信用組合 9 0 0 9

預金・信用専門組合 6 11 8 25

預金部門をもたない専門協同組合 2 1 0 3

預金・信用部門をもたない総合組合 0 0 3 3

預金・信用部門をもたない多事業組合 2 0 1 3

労働者協同組合 1 2 1 4

協同組合支援組織 2 0 0 2

輸送，農牧，金融，生産組合 6 4 8 18

協同組合計 28 18 21 67

そ の 他
連帯組織

基　　　金 70 44 40 154

アソシエーション 328 206 175 709

コーポレーション 81 33 36 150

互 助 組 織 0 0 0 0

ボランティア組織（＊） 1 2 0 3

従業員基金 1 0 1 2

市民オンブズマン 0 0 0 0

住宅アソシエーション（住民組織） 8 1 0 9

連 合 組 織 3 0 0 2

その他連帯組織計 491 286 252 1,029

（出所）　Cámara de Comercio （2015） Bases de datos sobre las organizaciones solidarias del departamento de Santander, 
Bucaramanga （サンタンデール県都，ブカラマンガの商工会議所作成の連帯経済組織に関するデータベース）より筆者作成。

　　　＊ローズ婦人会，ライオンズクラブ，ロータリークラブ等。

　50年以上にもわたる連帯経済の実践からは，社会的変容，生活水準の向上，貧困からの克服の
事例などを確認することができる。しかしこうした変化や変容は国の支配的発展モデルに影響を
与えるまでには至っていない。人々の行動様式，生産形態や協力の経験などには変化が認められ
るが，支配的な生産様式に対して歴然とした変革をもたらすためには，より大きなアドボカシー
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能力が必要なのである。
 （訳　幡谷則子）

注
1）　多次元的指標による貧困とは，文化，教育面における知識の欠乏，その他の人間生活における多様

な次元において複合的に測定される貧困を意味する。〈訳者註〉
2）　ここでいう「コーポレーション」（corporación）は主として「非営利企業」の意。
3）　労働者が生きる現実における様々な社会的，文化的，政治的な関係全体を指す。〈訳者註〉
4）　企業の後援と指導のもとに，協同組合をめざして結成される非営利組織で，主として互助，連帯，

社会的平等などの協同組合の思想の枠組みにおける社会経済的教育を行う。協同組合を組織するには
最低20名の加盟者数が必要であるが，プレ協同組合は10名以上で組織できる。５年以内に協同組合に
移行することが義務付けられている。協同組合の前段階の組織。〈訳者註〉

5）　主として上下水道，ごみ収集などの公共サービス事業に協同組合形態を取り込んだもの。公共サー
ビス事業の民活・民営化を背景に，国や市町村のイニシアティブによって民衆部門における公共サー
ビスの供給拡大を推進するため，デクレト1482 （1989年）によって制度化された。〈訳者註〉

6）　Junta de Acción Comunal（JAC）: コミュニティ行動委員会とは，コロンビアの農村部では農村
共同体別に，都市部では都市居住区別に組織される，住民組織を意味する。〈訳者註〉

7）　Max-Neef et al.（1985, p. 42）の表１において，ここで言及されている実存的基準によるニーズと
価値論的ニーズの行列（マトリックス）によって，ニーズと充足するものとの関係が示されている。

〈訳者註〉
8）　マックス・ニーフにとって，等身大の発展（development at human scale）は３つの柱を基盤に

形成される。すなわち，基礎的ヒューマン・ニーズ（実存的，価値的両方の意味において）の充足，
自己依存性（self-dependence : 他力依存ではなく自分の力で独立しているという意味で，意思決定プ
ロセスにおける参加，社会的創造性，政治的自律性，およびアイデンティティの多様性に対する寛容
に立脚したもの）と人類と自然，技術の間の有機的接合である。

9）　先住民共同体では，自然（パチャママ，聖なる大地）は何事にも代えがたい，代替不可能なもので
あり，人間開発において重要な要素である。

10）　物質的豊かさを目的とする社会は，その生活を窮乏させ，崩壊と社会的不平等と暴力を引き起こす
（Soliz, 2003 : 22）.

11）　人間的実現（幸福）は，生活の質に依るものであるが，これは複雑で多次元で複合的に測られるも
のである。よって，la vida en plenitud（完全な状態にある生活）とは，それぞれの次元：経済（生
存），感情，労働，社会ほかにおいて調和のとれた人間的実現（充足）が完結されていることを意味
する。 以上の含意から，「精神的にも満ち足りた生活」 と訳出した。 なお， 本訳出および，ser 
estando, estar siendo の訳出については，中野佳裕氏（国際基督教大学社会科学研究所）の助言を受
けた。記して感謝する。〈訳者註〉

12）　Abya Yala とはコロンビアとパナマに存在する先住民クナ民族の言語でラテンアメリカ諸国（ま
たは米州大陸）のことを意味する〈訳者註〉。

13）　ビエン・ビビール（bien-vivir）の意味と射程についてより考察を深めるには，Farah y Vasapollo 
（2011）を参照されたい。

14）　サンタンデール県は他の行政県とは異なり，県（デパルタメント）と市（ムニシピオ）の中間にプ
ロビンシア（provincia）という地域区分がある〈訳者註〉。

15）　例えば村のラジオ局（radio comunitario）などを指す。〈訳者註〉
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Possibilities for the solidarity economy to  
propose alternatives to capitalism :  
A view from Colombian experience

Summary

　The principal purpose of this article is to analyze the role of the “solidarity economy” in 
Colombian society. The article is structured to concisely summarize the author’s views on 
the following questions :
１） 　How we can express the present situation of Colombia in general, and what are the 

current issues to be addressed in terms of the country’s principal challenges ?
２） 　What we can understand by the term “solidarity economy” in the Colombian 

context ?
３） 　How is the solidarity economy in Colombia structured ?
４） 　What are the alternative paradigms to the present hegemonic development model ?
５） 　In what sense can a solidarity economy be a strategy of social transformation ?

（　　）
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